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１. 17年3月期の連結業績（平成 16年 4月 1日 ～ 平成 17年 3月 31日）
(1)連結経営成績 (百万円未満切捨)

　　　 売    上    高 　　　　  営  業  利  益 　　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年  3月期 688,542 5.2 27,220 26.0 21,168 69.9
16年  3月期 654,214 11.7 21,606 － 12,459 －

         当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

17年  3月期 11,174 741.2 18.27 17.87 9.5 3.5 3.1
16年  3月期 1,328 － 2.17 2.17 1.3 2.0 1.9
(注)①持分法投資損益 17年 3月期             245 百万円          16年 3月期          109 百万円

     ②期中平均株式数（連結）　 17年 3月期 　611,615,971 株　　          　16年 3月期    611,701,029 株

     ③会計処理の方法の変更 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

17年  3月期 608,015 124,827 20.5 204.11
16年  3月期 609,560 110,499 18.1 180.66
(注)期末発行済株式数（連結）　 17年 3月期   611,582,026 株　　   　        16年 3月期    611,647,470 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　　　投資活動による 　　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

17年  3月期 59,323 △ 41,514 △ 26,890 49,411
16年  3月期 92,269 △ 19,202 △ 43,564 58,075

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数     80 社   持分法適用非連結子会社数     0 社   持分法適用関連会社数     2 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）     2 社  （除外）     1 社                         持分法（新規）     0 社  （除外）　    0 社

２. 18年3月期の連結業績予想（ 平成 17年 4月 1日  ～  平成 18年 3月 31日 ）
　 　　　売　　上　　高 　　　　 経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 320,000 △ 3,500 △ 2,500
通　　期 720,000 21,500 11,500
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）      18 円  80 銭

※本資料における予想、見通し、計画等は、現時点における事業環境に基づくものであり、今後の事業環境の変化により
   実際の業績が異なる可能性があります。

－連1－
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１．企業集団の状況 

 

当社企業グループにおける、当社（親会社）および関係会社の取引関係を図示すると、概ね次のとお

りとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分 類 

（連結子会社数） 
主な連結子会社 

※１ 販売会社 

（３２社） 

㈱沖デバイス、沖テレコム㈱、Oki America, Inc.、Oki Data Americas, Inc.、 

Oki Europe Ltd.、Oki Systems (Deutschland) GmbH、 

Oki Electric Europe GmbH、Oki Electronics (Hong Kong) Ltd.、 

Oki Semiconductor Singapore Pte. Ltd. 等 

※２ 製造・販売会社

（２４社） 

㈱沖データ、㈱沖電気コミュニケーションシステムズ、長野沖電気㈱、 

沖プリンテッドサーキット㈱、静岡沖電気㈱、宮崎沖電気㈱、宮城沖電気㈱、 

㈱沖センサデバイス、沖マイクロ技研㈱、Oki Telecom, Inc.、 

Oki Data Manufacturing (Thailand) Co., Ltd.、Oki (Thailand) Co., Ltd. 等 

※３ ソフト、サービ

ス会社他 

（２４社） 

沖ウィンテック㈱、㈱沖電気カスタマアドテック、沖ソフトウェア㈱、 

沖通信システム㈱、㈱沖情報システムズ、㈱沖コムテック、 

㈱沖マイクロデザイン、㈱沖ロジスティクス、沖エンジニアリング㈱、 

㈱オキアルファクリエイト、㈱沖テクノクリエーション等 

（連結子会社数合計８０社） 

  上記の内、沖ウィンテック㈱は東証第２部に上場しております。 

  上記の他、沖電線㈱および㈱シー・エス・エスが持分法適用関連会社となっております。 

当    社 

販売会社 ※１ 

ソフト、サービス会社他 ※３ 製造・販売会社 ※２ 

販売 販売 販売 

ソフト、サービス 

の提供 

製品･部品 

の供給 

ソフト、サービスの 

提供 

販売 

顧       客 

販売 

製品･部品
の供給

製品･部品の 
供給 

販売 
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２．経 営 方 針 

 

（１）会社の経営の基本方針 

沖電気グループでは、ブロードバンドの進展やネットワークのグローバル化により、時間と空間の

制約、国・地域や文化の違いを超え、あらゆる社会活動が「個」を中心に公平で安全かつ確実に行わ

れるネットワーク社会を、「ｅ社会Ⓡ」と定義しております。 

当社は、この「ｅ社会Ⓡ」の実現に向けさまざまな問題を解決することを基本的な思想とする「ネッ

トワークソリューションの沖電気」を企業ビジョンとして定め、グローバルな競争環境において持続

的な成長が図れるよう、グループの強みを生かせる領域に経営資源を集中し、スピードある行動をと

ることを経営の基本としてまいりました。 

「ｅ社会Ⓡ」の実現を通して社会に貢献するとともに、収益と成長そしてスピードを重視した経営を

行うことによって企業価値の増大に努め、すべてのステークホルダーの皆様に貢献してまいります。 

 

（２）会社の利益配分に関する基本方針 

当社は、常に企業価値の向上により株主利益の増大に努めるとともに、将来の成長に不可欠な研究

開発や設備投資に内部留保を充当して、企業体質の強化を図ることを重点政策としております。また、

株主の皆様に対しては安定的な利益還元を継続することを最重要課題としております。 

この方針に基づき、当期におきましては、業績の回復を背景に期末配当を１株当たり３円とする旨

を、来る２００５年６月２９日開催予定の定時株主総会に提案することといたしました。 

 

（３）中長期的な経営戦略と経営指標、対処すべき課題 

当社は、２００２年度より中期経営計画「フェニックス２１飛翔」に基づく各種経営改革を進めて

まいりました。その結果、収益構造は大幅に改善し、経営基盤の強化への取組みは一定の成果を得る

ことが出来ました。収益とスピードの追求を行った基礎固めの時期を終え、２００４年度からは安定

収益企業としてさらなる成長を目指す第二フェーズを展開してまいりました。 

２００５年度からは、従来の「情報」「通信」「電子デバイス」の３事業から、以下に示す３事業グ

ループへと組織体制を変更することとしました。注力分野に経営資源を集中し、「世界一流の技術」と

「強い商品」を生み出すことによって、収益の拡大を図り、安定収益企業としての成長を目指します。 

 

① 情報通信システム事業 

当社では、ブロードバンドＩＰネットワークの広がりと情報技術（ＩＴ）の進展とともに、情報通

信融合領域での新しいアプリケーションが拡大・実用化すると考えています。これに基づき、ブロー

ドバンドネットワーク向けにインフラからアプリケーションまで幅広く事業展開を行います。また、

当社が強みを持つＶｏＩＰ、ＣＴＩ、セキュリティ、ネットワークなどのコア技術をもとに、商品と

業種アプリケーションを組み合わせ、各種ソリューションを体系化した情報通信融合ソリューション

コンセプト「ＡＰ＠ＰＬＡＴⓇ」を基盤として、情報通信融合ソリューションの創出と提供に注力して

いきます。具体的には、従来より多くのお客様を持つ金融、通信キャリア、公共（官公庁･自治体）、

エンタープライズの４市場をターゲットに、コンサルからメンテナンスまでのトータルのサービスを、

ワンストップで提供していきます。 
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金融事業では、国内トップシェアを有するＡＴＭ事業のセキュリティ強化、中国への本格展開に加

え、事務集中システム事業の強化、イメージ処理技術を応用したバックヤード・ソリューション、イ

ンターネットやＶｏＩＰ技術を応用した金融ＩＴソリューションの提供を進めます。 

通信キャリア向け事業では、キャリアのＩＰネットワークや光化への積極投資に対応し、ＩＰネッ

トワーク用システム、ＧＥ－ＰＯＮなどの光アクセス用システム、既存の固定電話をＩＰネットワー

クに収容するためのゲートウェイといったシステムの提供を強化します。また将来の成長が見込まれ

る、音声･映像･データが融合したトリプルプレイ・サービスを実現させるアプリケーションサーバも

展開します。 

官公庁･自治体市場向けでは、日本政府によるｅジャパン戦略Ⅱに基づいた大型プロジェクトに注力

します。具体的には、セキュアネットワークをベースにした行政ソリューション事業、ＥＴＣなどに

代表されるＩＴＳ事業、アドホックネットワークなどの先端技術の応用が期待される防災ネットワー

ク事業の３分野にフォーカスします。 

エンタープライズ向けには、当社の先行するＶｏＩＰやＣＴＩなどのＩＰベースのソリューション

を基盤に、さらに企業の基幹システムとのシームレスな連携を実現するソリューションを提供するこ

とで、新たな事業機会創出を強化します。加えて、従来の強みである旅客･運輸業や旅行代理店向けに

は、メカトロニクスでの優位性を背景に、既存発券システムをさらに高付加価値化させたソリューシ

ョンを提供します。 

 

② 半導体事業 

シリコンサイクル等の需要変動に左右されない安定収益構造を実現するため、これまでに、メモリ

ーからロジックＬＳＩへのシフトを行ってきたほか、設計開発と生産とを２つのカンパニーに分離さ

せ、事業内容に応じてアウトソーシングもうまく利用する「ファブフリー」事業モデルの構築といっ

た構造改革を進めてまいりました。また、開発・生産両面で海外の優良パートナーとのアライアンス

も戦略的に行ってきました。 

今後は、この事業モデルを基盤とし、シリコン・オン・インシュレータ（ＳＯＩ）、シリコン･オン･

サファイア（ＳＯＳ）などの先端技術を使った超低消費電力技術や、高耐圧、高密度実装など多くの

特徴ある技術が発揮できる「パーソナル･モバイル分野」への経営資源集中を継続して行ってまいりま

す。具体的には、「通信」「情報家電」「車載」の３市場をターゲットとし、システムＬＳＩ、ロジック

ＬＳＩ、システムメモリーの３つの分野における当社のユニークな商品群を展開します。当社の強み

を活かした高付加価値商品開発を一層強化し、収益の拡大を目指します。 

 

③ プリンタ事業 

プリンタ事業においては、高速・高解像度のカラー印刷や小型軽量化に優位性のあるＬＥＤ光源方

式によるカラーノンインパクトプリンタ（ＮＩＰ）にさらに注力してまいります。この優位性をより

強固なものとすべく新商品開発に取り組みます。また価格対性能の高さを前面に、品揃えを強化しな

がら、中国、東南アジア、中近東を含めたワールドワイドでの市場シェアの拡大に努めてまいります。 

シリアル・インパクト・プリンタ事業においては、更なるコストダウンと中国・東欧・中南米市場

への積極的展開により、収益の拡大を目指します。 
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これら大幅な成長が期待できる分野での積極的な事業展開や諸投資の実施により、収益力の強化と

持続的・安定的な成長を図ってまいります。そして経営指標のさらなる改善に努め、企業価値の向上

を目指します。２００６年度の目標は連結売上高７，６００億円、営業利益４００億円、当期純利益  

２００億円としています。また、ＲＯＥは１３％以上、ネットＤ/Ｅレシオ１．１倍以下を目標として

います。 

 

（４）コーポレートガバナンスに関する基本的考え方およびその施策の実施状況 

当社では、経営の透明性・効率性を確保し、ステークホルダーからの信頼に応えるべく企業価値を

継続的に高めていくことが、経営の最重要課題の一つであると認識しています。このためにコーポレ

ートガバナンスの拡充に向けて、さまざまな取り組みを行っています。 

 

① コーポレートガバナンスに関する施策の実施状況 

当社では、従来からの取締役、監査役制度に加え、経営諮問委員会および報酬委員会を設置してお

り、社外取締役１名、社外監査役２名を任用しております。また、執行役員制度を導入し、経営と業

務執行を分けることにより、経営の効率性の向上を図っています。 

経営諮問委員会は、トップマネジメントのアドバイザリー機関であり、社外の有識者の参画により、

経営の透明性、健全性を向上させることを目的としております。代表取締役の社内委員３名、社外委

員３名で構成されます。報酬委員会は、取締役、執行役員、執行参与の報酬の水準・仕組みの透明性

を維持するもので、代表取締役３名で構成されます。 

月次開催の取締役会においては、経営の基本方針およびその他の重要事項を決定するとともに業務

執行の監督を行っています。また、原則週１回開催のマネジメント会議において沖電気グループの業

務執行に関する重要事項の決定を行うほか、各事業部門からの業務執行に関する主要な報告を受けて

います。マネジメント会議にはＣＥＯのほか常務執行役員以上および監査役が出席しガバナンスの徹

底を図っています。 

さらに、沖グループのコンプライアンスについては、法令および社内規程の遵守を求める「沖電気

行動規範」を制定し、コンプライアンス意識の強化を図るとともに、沖グループ全体でコンプライア

ンス体制を強化することで不祥事の発生防止に努めています。ＣＣＯ（チーフ・コンプライアンス・

オフィサー）をトップとする「コンプライアンス委員会」が基本方針を審議・検討し、「コンプライア

ンス推進部」が具体的な諸施策を企画･立案･推進しています。 

また、株主、投資家の皆様に対して、経営説明会や決算説明会あるいは当社ホームページ等を通じ

て経営情報の迅速かつ適切な開示を行ってまいります。 

なお、当社のコーポレートガバナンス体制の模式図は以下の通りです。 
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関係会社

会計監査人

CCO（チーフ・コンプライアンス・オフィサー）
コンプライアンス委員会

監
査

監査

監査

監査

監査

監査

監督

コーポレートガバナンスの模式図

株主総会

会
計
監
査
人

監査役会
社内監査役（2名）
社外監査役（2名）

取締役会
社内取締役

社外取締役

経営諮問委員会

報酬委員会

マネジメント会議
ＣＥＯ、常務執行役員

コーポレート（本社機能）

カンパニー（事業部門）

監査役（会）

監査室（5名）
監査

連携

監査

監査

（注）

 

（注）会計監査については新日本監査法人を選任しております。定期的に会計監査を受ける

ほか、随時相談を行うことで、会計処理の透明性と正確性の向上に努めております。 

 

② 社外取締役および社外監査役の人的、資本的、その他利害関係の概要 

当社と社外取締役が就任する会社とは営業取引がありますが、人事および資金面の取引はありませ

ん。また、社外監査役は当社企業グループの出身ではありません。 

 

③ 最近１年のコーポレート･ガバナンスの充実に向けた取り組みの実施状況 

当社はコンプライアンスへの取り組み強化のために、２００４年４月、全社横断組織として「コン

プライアンス委員会」を設置、またコンプライアンスの諸施策を企画･立案･推進するための「コンプ

ライアンス推進部」も発足させました。加えて６月にはＣＣＯを任命いたしました。 

また経済的・環境的・社会的活動の各側面において、常にグループをあげてステークホルダーとの

信頼関係を築き、企業価値の向上を図っていくことを目的に、２００４年１０月、ＣＳＲ推進部を設

置しました。具体的には、コンプライアンス強化、お客様の満足度向上、環境への対応、従業員の尊

重、社会貢献、効果的なＩＲ活動などに取り組んでまいりました。 

一方、２００５年２月にはディスクロージャー委員会を設置し、ステークホルダーに重要情報を適

時開示する体制を整えました。 

 



沖電気工業 連結 

 

 －連 7－

３．経営成績および財政状態 

 

(１)当期の概況 

当期は、国内では輸出の伸びの鈍化に加え、企業収益の改善に一服感が見られるものの、設備投資

が緩やかに増加するなど、市場は全般的には穏やかな回復が見られました。海外では中国を中心とし

たアジア諸国や米国での景気が拡大しています。急激な円高ドル安の進行、デジタル景気の終了など

の懸念材料はあるものの、景気は概ね回復基調にあったといえます。 

当社の事業領域におきましては、大手通信キャリア各社のブロードバンドＩＰネットワークへの積

極的投資、オフィス向けカラープリンタ市場の拡大など良好な環境にありましたが、一方では、金融

機関の新紙幣対応需要が終了したほか、災害などによる公共投資の抑制・繰延べに加え、当期後半か

らは半導体市況が軟化しはじめるなど懸念材料も見え始めてまいりました。 

このような市場環境の中、当期の連結売上高は６，８８５億円（前期比５．２％増）となりました。

利益については、連結営業利益は前期から５６億円増加の２７２億円に、連結経常利益は前期から ８

７億円増加の２１２億円、連結当期純利益につきましても前期から９９億円増加の１１２億円と、増

収増益を達成しました。 

 

(２)事業セグメント別の状況 

① 情報セグメント 

オフィス向けカラープリンタ市場の急速な拡大に伴う売上増加があった一方で、新紙幣需要が  

２００４年度上期でほぼ終了したことによりＡＴＭ売上が大幅に減少したほか、災害などによる企業、

官公庁のＩＴ投資の繰延べなどの結果、外部顧客向け連結売上高は前期比６．８％減の３，３５８億

円となりました。 

一方、営業利益については、プリンタの新商品や金融次期システムを中心とした研究開発費の増加、

官公庁や金融機関向けシステムの競争激化による価格下落などが影響し、前期の２４０億円から９７

億円減の１４３億円にとどまりました。 

なお、金融機関は今後、ＩＴシステムや統合ネットワーク、ＡＴＭのセキュリティ強化などの投資

へ重点を移してまいります。当社はこれらに対応した新商品の創出を強化し持続的な成長を図ってま

いります。 

 

②通信セグメント 

通信キャリアのブロードバンドＩＰネットワークへの積極的な投資拡大などにより、地域ＩＰ網用

機器、既存公衆網をＩＰネットワークに収容する機器などへの需要が大幅に伸びました。また企業の

設備投資についても、情報通信融合関連機器へのニーズが増えつつあります。これにより、連結売上

高は前期比２９．３％増の１，３５３億円となりました。 

営業利益については、売上の大幅な増加にともない、前期の３４億円から４５億円増えて７９億円

となりました。 

通信キャリア各社は、ＦＴＴＨや光ＩＰ電話への積極投資を長期的に進めることを表明しています。

また、ブロードバンドＩＰネットワークの充実により、さまざまなアプリケーションやサービスが生

まれてまいります。当社は、これらの事業機会を適切に捉え事業の拡大を図ってまいります。 
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③電子デバイスセグメント 

当期前半は好調であった半導体市況は、下期から成長が鈍化してまいりました。中国での携帯端末

の在庫調整の影響を受け、音源ＬＳＩやＰＨＳ用ベースバンドＬＳＩなどの需要が減速しました。ま

た、液晶パネル用ドライバＬＳＩは、パネルメーカの新工場稼動により需要は増加したものの、下期

は価格下落の影響を受けました。一方、電子辞書やアミューズメント市場向けのシステムメモリーの

売上が増加しました。この結果、連結売上高は前期比１４．１％増の１，５０７億円となりました。 

営業利益につきましては、売上の増加や事業の再構築によるコスト削減、光コンポーネント事業の

回復などにより、前期の２３億円から９７億円増の１２０億円に改善いたしました。 

半導体市況の回復は２００５年度中盤以降とも見られるものの、当社の得意とする「パーソナル・

モバイル」市場向けに特徴のある商品を供給し、またコストダウンを推進することにより安定的な収

益の確保を目指してまいります。 

 

(３)財政状態 

① 総資産等の状況 

 前期末に対して総資産は１５億円減少し、株主資本は１４３億円増加したことから株主資本比率

は２０．５％と２．４ポイント改善いたしました。 

増減の主なものは、流動資産では現金及び預金が８８億円減少、受取手形及び売掛金が９４億円減

少、たな卸資産が１０３億円増加しており、固定資産では有形固定資産が６８億円増加し、投資有価

証券が３４億円増加しております。 

負債は１６１億円減少していますが、借入金の返済等により有利子負債が２６３億円減少したこと

と、仕入債務が７３億円増加したことが主な要因です。 

 

② キャッシュ・フローの状況 

当期の営業キャッシュ・フローは、税引前利益が大幅に良化したもののたな卸資産が増加したこと

などにより、前期の９２３億円の収入に対し３３０億円悪化して、５９３億円の収入となりました。 

投資キャッシュ・フローにつきましては、固定資産取得による支出が増加し、前期の１９２億円の

支出に対し２２３億円悪化して、４１５億円の支出となりました。 

営業キャッシュ・フローと投資キャッシュ・フローをあわせたフリー・キャッシュ・フローは前期

の７３１億円の収入に対し、５５３億円悪化し１７８億円の収入となりました。 

財務キャッシュ・フローは、長期借入金の返済により２６９億円の支出となりました。 

その結果、現金同等物等の期末残高は前期末５８１億円から８７億円減少し、４９４億円となりま

した。 
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キャッシュ・フロー指標群のトレンド（連結） 

 
第７９期 

(平成１５年３月)

第８０期 
(平成１６年３月) 

第８１期 
(平成１７年３月)

時価ベースの株主資本比率（％） ２５．４ ４９．５ ４５．５ 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ３．５ ４．９ ５．６ 

債務償還年数（年） ９．９ ６．４ ５．７ 

株主資本比率（％） １６．３ １８．１ ２０．５ 

（注）１．計算式 

・時価ベースの株主資本比率：株式時価総額/総資産 

・インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー/利払い 

・債務償還年数：有利子負債/営業キャッシュ・フロー 

・株主資本比率：株主資本/総資産 

２．算出に利用した数値のベース 

・営業キャッシュ・フロー 

：連結キャッシュ・フロー計算書の「営業活動によるキャッシュ・フロー」 

 (開示開始後の平均値 第７９期４年、第８０期及び第８１期５年) 

・利払い 

：連結キャッシュ・フロー計算書の「利息の支払額」 

 (開示開始後の平均値 第７９期４年、第８０期及び第８１期５年) 

 

（４）単独決算の状況 

連結業績と同様の状況ですが、売上高につきましては前期比５．２％増の４，３９４億円となりま

した。損益につきましては、営業利益は前期４２億円から３８億円増の８０億円、経常利益は前期１

０億円から８３億円へと７３億円改善いたしました。当期純損益につきましても前期３８億円の損失

から３２億円の利益へと７０億円改善いたしました。 

 

（５）事業等のリスク 

当社における事業等のリスクのうち、主要なものは以下の通りです。これらのリスク発生の可能性

を認識し、その発生の回避を図るとともに、発生した場合の影響の最小化に取り組んでまいります。 

・ 国内外の経済状況の変動による主要市場の景気後退やそれに伴う需要の縮小 

・ 急激な技術革新による現有技術の陳腐化 

・ 価格競争激化によるコスト面での競争力の減少 

・ 海外生産･販売活動において、為替レートの変動や、現地通貨価値の変動、経済状況の悪化など

の予期せぬ事象の発生 

・ 災害等による影響 

・ 特許獲得や他社特許利用の確保が不十分な場合や、知的財産権を侵害しているとされた場合 

・ 各種の公的規制などが遵守できない場合の事業活動が制限される可能性 

・ その他、前提条件の変化に伴う計画の未達成 
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（６）次期の見通し 

次期の経済環境の見通しにつきましては、在庫調整の完了、需要の回復などにより一部では生産に

回復が見られるものの、ＩＴ関連の在庫調整の動きがあるほか、輸出の減速、原油高の景気への影響、

半導体市況の回復の遅れなどの懸念材料もあり、昨年来の景気回復に一服感が出てきています。 

当社の事業領域につきましては、情報通信システム事業においては、通信キャリアの投資がブロー

ドバンドＩＰネットワークからＦＴＴＨへの移行しつつあります。金融機関ではセキュリティ関連を

中心にＩＴ投資の回復の兆しが見られるものの、金融市場をはじめとする情報分野では競争がさらに

激化しています。半導体市場の成長は、上期は底這い状態であり、下期から回復すると想定していま

す。またプリンタ分野では、オフィス向けカラープリンタ市場は引き続き拡大するものの、価格競争

がさらに激化することが予想されます。 

このような状況の下、平成１８年（２００６年）３月期の業績予想については、以下のように計画

しております。 

 

平成１８年（２００６年）３月期通期業績見通し 

 
売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 

１株当たり 

予 想 当 期 純 利 益

 億円 億円 億円 億円 円  銭

連結業績見通し ７，２００ ２８５ ２１５ １１５ １８．８０ 

単独業績見通し ４，６００ １１５ １００ ４０ ６．５４ 

 

 

 

以上 
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連 結 損 益 計 算 書 
                                                                            （単位：百万円） 

期      別 

 

科      目 

 

(

当      期 

自  平成１６年４月

至  平成１７年３月
)
 

(

前      期 

自  平成１５年４月 

至  平成１６年３月 

 

) 比 較 増 減 

  

売 上 高 

売 上 原 価 

売 上 総 利 益 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 

営 業 利 益 

６８８，５４２

５０４，３４０

１８４，２０２

１５６，９８２

２７，２２０

 

６５４，２１４ 

４８４，４５５ 

１６９，７５９ 

１４８，１５３ 

２１，６０６ 

３４，３２８

１９，８８５

１４，４４３

８，８２９

５，６１４

営 業 外 収 益 

受 取 利 息 

受 取 配 当 金 

為 替 差 益 

営 業 譲 渡 益 

そ の 他 

４３１

８９１

５６１

－

８３２

 

３１５ 

７５９ 

－ 

２８８ 

１，３５５ 

１１６

１３２

５６１

△    ２８８

△    ５２３

計 ２，７１７ ２，７１７ －

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 

為 替 差 損 

そ の 他 

６，７２４

－

２，０４５

 

７，４６４ 

２，０３９ 

２，３６０ 

△    ７４０

△  ２，０３９

△    ３１５

計 ８，７６９ １１，８６４ △  ３，０９５

経 常 利 益 ２１，１６８ １２，４５９ ８，７０９

特 別 利 益 

固 定 資 産 売 却 益 

投 資 有 価 証 券 等 売 却 益 

厚 生 年 金 基 金 代 行 返 上 益 

１，１８８

３，０３７

－

 

－ 

１，６０３ 

８，２８２ 

１，１８８

１，４３４

△  ８，２８２

計 ４，２２５ ９，８８５ △  ５，６６０

特 別 損 失 

固 定 資 産 処 分 損 

投 資 有 価 証 券 等 評 価 損 

２，４８８

１，１９３

 

４，８５９ 

１，５３８ 

△  ２，３７１

△    ３４５

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ８０３ １，５００ △    ６９７

賞 与 に 係 る 社 会 保 険 料 

災 害 損 失 

特 別 退 職 金 

事 業 再 編 損 

－

－

２，３６３

－

１，０８９ 

３，３４４ 

－ 

    ７，７０９ 

△  １，０８９

△  ３，３４４

２，３６３

△  ７，７０９

計 ６，８４８ ２０，０４０ △ １３，１９２

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 １８，５４５ ２，３０４ １６，２４１

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税 ２，６９５ ２，５５５ １４０

法 人 税 等 調 整 額 ４，３７７ △  １，７２０ ６，０９７

少 数 株 主 利 益 ２９７ １４０ １５７

当 期 純 利 益 １１，１７４ １，３２８ ９，８４６

前期の「事業再編損」には「特別退職金」3,369百万円を含めて表示しております。 
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 連 結 剰 余 金 計 算 書 
                                                                              （単位：百万円） 

期      別 

 

科      目 

 

(

当      期 

自  平成１６年４月

至  平成１７年３月

 

)
 

(

前      期 

自  平成１５年４月 

至  平成１６年３月 

 

) 比  較  増  減 

  

資 本 剰 余 金 の 部  

Ⅰ．資本剰余金期首残高 

Ⅱ．資本剰余金増加高 

 新株発行による増加高 

Ⅲ．資本剰余金減少高 

資本準備金取崩による減少高 

７１，１５０

１５

１５

３３，３６９

３３，３６９

７１，１５０ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－

１５

１５

３３，３６９

３３，３６９

Ⅳ．資本剰余金期末残高 ３７，７９７ ７１，１５０ △ ３３，３５３

  

利 益 剰 余 金 の 部  

Ⅰ．利益剰余金期首残高 △ ２９，６８５ △ ３１，００４ １，３１９

Ⅱ．利益剰余金増加高 ４４，５４４ １，３２８ ４３，２１６

資本準備金取崩による増加高 ３３，３６９ － ３３，３６９

  当期純利益 １１，１７４ １，３２８ ９，８４６

Ⅲ．利益剰余金減少高 

連結子会社の減少に伴う減少高 

連結子会社の増加に伴う減少高 

４

４

－

８ 

－ 

８ 

△      ４

      ４

△      ８

Ⅳ．利益剰余金期末残高 １４，８５４ △ ２９，６８５ ４４，５３９
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連 結 貸 借 対 照 表 
（１）資産の部                                                               （単位：百万円） 

                 期    別 

科    目 

当 期 

（平成１７年３月） 

前 期 

（平成１６年３月） 
比 較 増 減 

（資産の部） 

流  動  資  産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

有 価 証 券 

た な 卸 資 産 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

合 計 

固  定  資  産 

  有形固定資産 

建 物 及 び 構 築 物 

機械装置及び運搬具 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

小 計 

  無形固定資産 

  投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

長 期 貸 付 金 

長 期 繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

小 計 

合 計 

 

 

 

４６，６４０ 

１４５，９５２ 

２，８０１ 

１４９，２９８ 

１０，６２０ 

２１，５２８ 

△  １，７９８ 

３７５，０４３ 

 

 

４２，２５７ 

４３，８５１ 

２１，１２８ 

１８，２４７ 

９８５ 

１２６，４７０ 

１４，６０５ 

 

５６，３８９ 

４，８０２ 

１５，２１２ 

２０，９４４ 

△  ５，４５３ 

９１，８９５ 

２３２，９７２ 

 

 

５５，３９４ 

１５５，３１３ 

３，４３１ 

１３８，９７７ 

１０，７８４ 

１７，８８０ 

△  １，９８６ 

３７９，７９５ 

 

 

４３，００８ 

３７，８９１ 

２０，１９７ 

１８，２８９ 

２７５ 

１１９，６６２ 

１２，９２５ 

 

５２，９５８ 

２，５４１ 

２０，５９２ 

２６，２４４ 

△  ５，１５９ 

９７，１７７ 

２２９，７６５ 

 

 

 

△  ８，７５４ 

△  ９，３６１ 

△    ６３０ 

 １０，３２１ 

△    １６４ 

３，６４８ 

１８８ 

△ ４，７５２ 

 

 

△   ７５１ 

５，９６０ 

９３１ 

△    ４２ 

７１０ 

６，８０８ 

１， ６８０ 

 

３，４３１ 

２， ２６１ 

△  ５，３８０ 

△  ５，３００ 

△    ２９４ 

△  ５，２８２ 

３，２０７ 

資 産 合 計 ６０８，０１５ ６０９，５６０  △  １，５４５ 
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 （２）負債、少数株主持分及び資本の部                                           （単位：百万円） 

                期     別  

科     目 

当 期 

（平成１７年３月） 

前 期 

（平成１６年３月） 
比 較 増 減 

（負債の部） 

流  動  負  債 

支払手形及び買掛金 

短 期 借 入 金 

1年内に償還予定の社債 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

そ の 他 

合 計 

 

固  定  負  債 

社 債 

長 期 借 入 金 

退 職 給 付 引 当 金 

そ の 他 

合 計 

 

負  債  合  計 

 

 

 

１００，７３７ 

１３５，２９５ 

１０，０００ 

４３，７２７ 

２，３２７ 

２１，７４１ 

３１３，８２８ 

 

 

４９，５００ 

７０，３６０ 

３７，８７６ 

５，６３１ 

１６３，３６９ 

 

４７７，１９８ 

 

 

９３，４４０ 

１２９，７６１ 

１５，０００ 

４２，３７５ 

１，８２０ 

２９，２７８ 

３１１，６７６ 

 

 

３９，５００ 

１０７，１５５ 

３３，４０２ 

１，５８６ 

１８１，６４５ 

 

４９３，３２２ 

 

 

７，２９７ 

５，５３４ 

△  ５，０００ 

１，３５２ 

５０７ 

△ ７，５３７ 

２，１５２ 

 

 

１０，０００ 

△ ３６，７９５ 

４，４７４ 

４，０４５ 

△ １８，２７６ 

 

△ １６，１２４ 

 

（少数株主持分） 

少 数 株 主 持 分 

 

５，９８９ 

 

５，７３９ 

 

２５０ 

（資本の部） 

資     本     金 

資  本  剰  余  金 

利  益  剰  余  金 

その他有価証券評価差額金 

為 替 換 算 調 整 勘 定 

自 己 株 式 

資  本  合  計 

 

 

６７，８７７ 

３７，７９７ 

１４，８５４ 

１２，４４１ 

△  ７，９２５ 

△    ２１７ 

１２４，８２７ 

 

６７，８６２ 

７１，１５０ 

△   ２９，６８５ 

１０，９３２ 

△     ９，６１９ 

△         １４１ 

１１０，４９９ 

 

１５ 

△ ３３，３５３ 

４４，５３９ 

１，５０９ 

１，６９４ 

△     ７６ 

１４，３２８ 

負債、少数株主持分及び資本合計 ６０８，０１５ ６０９，５６０ △  １，５４５ 

 

（注）有形固定資産減価償却累計額 

            当    期（平成１７年３月）･･･ ４８８，４１６ 百万円 

            前    期（平成１６年３月）･･･ ５００，２５９ 百万円 
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 連結キャッシュ･フロー計算書 
（単位：百万円） 

期  別

科  目 (
当    期 

自 平成16年4月

至 平成17年3月
)(

前  期 

自 平成15月4月 

至 平成16年3月 

 

) 比 較 増 減 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ･フロー    

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 18,545 2,304 16,241 

減 価 償 却 費 34,245 33,577 668 

引 当 金 の 増 加 額 4,576 2,449 2,127 

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △  1,323 △    1,074 △   249 

支 払 利 息 6,724 7,464 △   740 

投 資 有 価 証 券 等 評 価 損 1,193 1,538 △   345 

投 資 有 価 証 券 等 売 却 益 △  3,037 △    1,603 △  1,434 

固 定 資 産 処 分 損 2,488 4,859 △  2,371 

固 定 資 産 売 却 益 △  1,188 △      228 △    960 

売 上 債 権 の 減 少 額 13,620 10,098 3,522 

た な 卸 資 産 の 減 少 額 ( △ 増 加 額 ) △  9,014 17,087 △  26,101 

仕 入 債 務 の 増 加 額 7,056 12,912 △  5,856 

未 払 費 用 の 増 加 額 1,135 7,183 △  6,048 

そ の 他 △  8,191 4,993 △  13,184 

  小    計 66,828 101,562 △  34,734 

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 1,389 1,075 314 

利 息 の 支 払 額 △  7,123 △   7,509 386 

法 人 税 等 の 支 払 額 △  1,771 △   2,858 1,087 

営業活動によるキャッシュ･フロー 59,323 92,269 △  32,946 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ･フロー    

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △  33,926 △  24,026 △   9,900 

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 1,895 11,117 △  9,222 

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △  6,081 △   4,595 △  1,486 

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △  2,874 △     693 △  2,181 

投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 5,268 3,204 2,064 

営 業 の 譲 受 け に よ る 支 出 △    2,292 － △    2,292 

そ の 他 △  3,503 △   4,209 706 

投資活動によるキャッシュ･フロー 

 

  （Ⅰ＋Ⅱ  フリーキャッシュ・フロー） 

△  41,514 

 

(     17,809)

△  19,202 

 

(     73,067) 

△  22,312 

 

( △  55,258)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ･フロー 

 

   

短 期 借 入 金 の 純 減 少 額 △  6,843 △  12,355 5,512 

コ マーシャルペーパーの純減少額 － △   4,100 4,100 

長 期 借 入 れ に よ る 収 入 19,182 31,544 △  12,362 

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △  44,071 △  18,675 △  25,396 

社 債 の 発 行 に よ る 収 入 19,942 － 19,942 

社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △  15,000 △  39,877 24,877 

そ の 他 △   100 △     100 － 

財務活動によるキャッシュ･フロー 

 

△  26,890 △  43,564 16,674 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 417 △     759 1,176 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額(△減少額) △  8,664 28,743 △  37,407 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 58,075 29,294 28,781 

Ⅶ 連結子会社の増加に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 37 △    37 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 49,411 58,075 △  8,664 
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セ グ メ ン ト 情 報 
 

１． 事業の種類別セグメント情報 

当期（自 平成１６年４月  至 平成１７年３月）                                     （単位：百万円） 

 情  報 通  信 電子ﾃﾞﾊﾞｲｽ その他 計 消去又は全社 連  結 

Ⅰ売上高及び営業損益   

売 上 高   

(1)外部顧客に対する売上高 335,805 135,253 150,721 66,761 688,542 － 688,542

(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 9,020 7,108 5,595 34,585 56,310 ( 56,310) －

計 344,825 142,362 156,316 101,347 744,852 ( 56,310) 688,542

営業費用 330,573 134,464 144,301 97,384 706,724 ( 45,402) 661,322

  営業利益 14,252 7,897 12,014 3,963 38,128 ( 10,908) 27,220

Ⅱ資産、減価償却費及び 

資本的支出 
  

資産 222,276 91,038 150,662 66,496 530,473 77,541 608,015

減価償却費 11,561 2,519 16,758 1,478 32,317 1,927 34,245

資本的支出 11,680 4,164 23,027 1,791 40,663 3,886 44,550

 

前期（自 平成１５年４月  至 平成１６年３月）                                      （単位：百万円） 

 情  報 通  信 電子ﾃﾞﾊﾞｲｽ その他 計 消去又は全社 連  結 

Ⅰ売上高及び営業損益   

売 上 高   

(1)外部顧客に対する売上高 360,308 104,591 132,151 57,163 654,214 － 654,214

(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 11,722 8,848 5,954 32,438 58,963 (  58,963) －

計 372,031 113,440 138,106 89,601 713,178 (  58,963) 654,214

営業費用 347,999 110,053 135,758 86,811 680,623 (  48,014) 632,608

  営業利益 24,031 3,386 2,348 2,789 32,555 (  10,949) 21,606

Ⅱ資産、減価償却費及び 

資本的支出 
  

資産 218,867 93,406 145,142 59,313 516,730 92,830 609,560

減価償却費 12,530 2,938 15,222 9 30,700 2,876 33,577

資本的支出 11,614 2,514 16,191 － 30,320 2,997 33,318

 

 

２． 所在地別セグメント情報 

当期（自 平成１６年４月  至 平成１７年３月）                                     （単位：百万円） 

 日  本 北  米 欧  州 アジア 計 消去 連  結 

Ⅰ売上高及び営業損益   

売 上 高   

(1)外部顧客に対する売上高 513,981 58,445 79,517 36,597 688,542 － 688,542

(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 128,151 431 2,228 80,236 211,048 ( 211,048) －

計 642,133 58,876 81,746 116,833 899,590 ( 211,048) 688,542

営業費用 617,037 57,951 80,870 114,410 870,271 ( 208,948) 661,322

  営業利益 25,095 924 875 2,423 29,319 (  2,099) 27,220

Ⅱ資   産 628,705 24,579 50,886 33,803 737,975 ( 129,960) 608,015
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前期（自 平成１５年４月  至 平成１６年３月）                                     （単位：百万円） 

 日  本 北  米 欧  州 アジア 計 消去 連  結 

Ⅰ売上高及び営業損益   

売 上 高   

(1)外部顧客に対する売上高 494,786 53,025 72,564 33,837 654,214 － 654,214

(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 113,315 470 3,953 73,065 190,805 (190,805) －

計 608,102 53,496 76,518 106,902 845,020 (190,805) 654,214

営業費用 590,124 52,243 74,233 107,214 823,815 (191,207) 632,608

  営業利益 17,977 1,252 2,285 △  311 21,204 401  21,606

Ⅱ資   産 631,260 23,685 39,863 33,753 728,563 (119,002) 609,560

 

 

３． 海外売上高 

当期（自 平成１６年４月  至 平成１７年３月）                                     （単位：百万円） 

  北        米 欧        州 アジア他 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 ５３，８０８ ７５，７３０ ７３，４８４ ２０３，０２３

Ⅱ 連 結 売 上 高    ６８８，５４２

Ⅲ 連 結 売 上 高 に 占 め る 

海 外 売 上 高 の 割 合 

％ 

７．８ 

％ 

１１．０ 

％ 

１０．７ 

％ 

２９．５ 

 

前期（自 平成１５年４月  至 平成１６年３月）                                      （単位：百万円） 

  北        米 欧        州 アジア他 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 ５５，０９３ ６７，８３３ ６６，９１２ １８９，８４０

Ⅱ 連 結 売 上 高    ６５４，２１４

Ⅲ 連 結 売 上 高 に 占 め る 

海 外 売 上 高 の 割 合 

％ 

８．４ 

％ 

１０．４ 

％ 

１０．２ 

％ 

２９．０ 
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 有 価 証 券 関 係 
 

１． 売買目的有価証券 

当  期（平成１７年３月） 

前  期（平成１６年３月） 

 

  該当事項はない。 

 

２． 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

                               （単位：百万円） 

 当 期 

（ 平 成 １ ７ 年 ３ 月 ） 

前 期 

（ 平 成 １ ６ 年 ３ 月 ） 

種 類 連結貸借対 

照表計上額 

 

時   価

 

差 額

連結貸借対

照表計上額

 

時   価 

 

差 額

(時価が連結貸借対照表

計上額を超えるもの) 
  

非 上 場 外 国 債 券 500 504 4 500 503 3

 小 計 500 504 4 500 503 3

(時価が連結貸借対照表

計上額を超えないもの) 
  

非 上 場 外 国 債 券 － － － 630 629 －

 小 計 － － － 630 629 －

合 計 500 504 4 1,130 1,133 3

 

３．その他の有価証券で時価のあるもの 

                               （単位：百万円） 

 当 期 

（ 平 成 １ ７ 年 ３ 月 ） 

前 期 

（ 平 成 １ ６ 年 ３ 月 ） 

種 類  

取 得 原 価 

連結貸借対

照表計上額

 

差 額

 

取 得 原 価

連結貸借対 

照表計上額 

 

差 額

(連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの) 

  

 

株 式 

そ の 他 

9,958 

397 

31,410

430

21,451

33

12,349

397

31,246 

426 

18,896

29

小 計 10,355 31,840 21,485 12,746 31,673 18,926

(連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの) 

  

 

株 式 

債 券 

そ の 他 

3,477 

－ 

100 

3,127

－

96

△350

－

△4

2,434

101

100

1,913 

100 

98 

△   521

△     1

△     2

小 計 3,578 3,223 △355 2,637 2,111 △   525

合 計 13,934 35,064 21,130 15,383 33,784 18,400

(注) 時価のある株式について、前期150百万円の減損処理を行なっている。 

 

４． 期中に売却したその他有価証券 

                               （単位：百万円） 

当 期 

（自 平成１６年４月 至 平成１７年３月） 

前 期 

（自 平成１５年４月 至 平成１６年３月） 

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

4,658 3,031 26 3,160 1,601 1 
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５．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

                               （単位：百万円） 

 当 期 

（平成１７年３月） 

前 期 

（平成１６年３月） 

種類 連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

(その他有価証券) 

中期国債ファンド 

マネー・マネージメント・ファンド 

非上場株式 

投資事業有限責任組合への出資 

 

100 

2,701 

11,729 

577 

 

100 

2,600 

10,661 

－ 

 
６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

                               （単位：百万円） 

 当 期 

（ 平 成 １ ７ 年 ３ 月 ） 

前 期 

（ 平 成 １ ６ 年 ３ 月 ） 

種 類 １年以内 １年超５年以内 ５ 年 超 １ 年 以 内 １年超５年以内 ５ 年 超

(満期保有目的の債券)       

非 上 場 外 国 債 券 － － 500 630 － 500 

小 計 － － 500 630 － 500 

(その他有価証券のう

ち満期があるもの) 

      

社 債 － － － 100 － － 

そ の 他 － 101 － － － 101 

小 計 － 101 － 100 － 101 

合 計 － 101 500 730 － 601 

 
 



沖電気工業 連結 

－連20－

 退 職 給 付 関 係 
  

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度、適格退職年金制度及び退職

一時金制度を設けている。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合がある。 

加えて、一部の海外連結子会社でも確定給付型及び確定拠出型の退職金制度を設けている。 

なお、当社及び国内連結子会社は、平成16年12月31日に厚生年金基金の過去分返上の認可を受け、平成17年

１月１日付でポイント制退職金制度及びキャッシュ・バランスプラン型年金制度を導入し、厚生年金基金制度

から確定給付企業年金制度へ移行している。 

また、国内連結子会社の一部は、適格退職年金制度を終了し、確定給付企業年金制度に移行している。 

 

 当社が加入しているOKI企業年金基金は平成17年１月１日に設立され、連結子会社のうち36社が加入している。

また、連結子会社のうち１社については適格退職年金制度を採用している。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

（単位：百万円） 

 当     期 

（平成１７年３月） 

前     期 

（平成１６年３月） 

退職給付引当金 37,427 32,580 

   

当     期 

（平成１７年３月） 

 前     期 

（平成１６年３月） 

(注) １．連結貸借対照表には、役員退職慰労引

当金449百万円を含めて表示している。 

２．一部の子会社は、退職給付債務の算定

にあたり、簡便法を採用している。 

 (注)１．連結貸借対照表には、役員退職慰労引

当金822百万円を含めて表示している。

  ２．一部の子会社は、退職給付債務の算定

にあたり、簡便法を採用している。 

 

３． 退職給付費用に関する事項 

（単位：百万円） 

 当     期 

自平成１６年４月 

至平成１７年３月 

前     期 

自平成１５年４月 

至平成１６年３月 

退職給付費用 14,807 23,707 

厚生年金基金の代行部分返上に伴う利益 － 8,282 

 

当     期 

（平成１７年３月） 

前     期 

（平成１６年３月） 

(注)１．上記退職給付費用以外に、割増退職金 

1,947百万円を支払っている。 

２．厚生年金基金に対する従業員拠出額を 

控除している。 

 

 (注)１．上記退職給付費用以外に、割増退職金 

3,369百万円を支払っている。 

  ２．厚生年金基金に対する従業員拠出額を 

控除している。 
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－連21－

  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 当     期 

自平成１６年４月 

至平成１７年３月 

前     期 

自平成１５年４月 

至平成１６年３月 

イ．退職給付見込額の期間配分方法 

 

期間定額基準 同 左 

ロ.割引率 

 

2.8％ 同 左 

ハ.期待運用収益率 

 

4.0％ 同 左 

ニ.過去勤務債務の額の処理年数 

 

14年(発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

による定額法による。) 

同 左 

ホ.数理計算上の差異の処理年数 

 

 

 

 

 

13～14年(発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数による定額法により、翌連

結会計年度から費用処理する

こととしている。) 

 

同 左 

ヘ.会計基準変更時差異の処理年数 

 

 

 

適用初年度に一括費用処理を

している連結子会社を除き、15

年である。 

同 左 
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 （ご参考） 

連 結 損 益 計 算 書 
（単位：百万円） 

期      別 

 

科      目 

 

(

当第４四半期

自平成17年１月 

至平成17年３月 
)
 

(

前年第４四半期

自平成16年１月 

至平成16年３月 

 

) 
対前年第４四半期

比 較 増 減

  

売 上 高 

 

210,172 

 

225,913 

 

△  15,741 

売 上 原 価 149,796 161,471 △  11,675 

売 上 総 利 益 60,376 64,441 △   4,065 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 39,568 42,286 △   2,718 

営 業 利 益 20,808 22,155 △   1,347 

営 業 外 収 益    

受 取 利 息 74 102 △    28 

受 取 配 当 金 121 71 50 

為 替 差 益 186 － 186 

そ の 他 172 253 △    81 

計 555 427 128 

営 業 外 費 用    

支 払 利 息 1,614 1,960 △    346 

為 替 差 損 － 450 △    450 

そ の 他 336 673 △    337 

計 1,951 3,084 △   1,133 

経 常 利 益 19,412 19,498 △    86 

特  別  利  益 1,504 8,989 △   7,485 

特  別  損  失 1,479 9,931 △   8,452 

税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 利 益 19,436 18,556 880 

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税 1,302 1,208 94 

法 人 税 等 調 整 額 5,553 4,362 1,191 

少 数 株 主 利 益 295 180 115 

四 半 期 純 利 益 12,286 12,805 △    519 
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－連23－

 （ご参考） 

セ グ メ ン ト 情 報 
 

事業の種類別セグメント情報 

当第４四半期（自 平成１７年１月  至 平成１７年３月）                              （単位：百万円） 

 情  報 通  信 電子ﾃﾞﾊﾞｲｽ その他 計 消去又は全社 連  結 

売 上 高    

(1)外部顧客に対する売上高 106,596 45,797 36,950 20,827 210,172 － 210,172

(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 2,956 2,765 1,654 13,812 21,188 ( 21,188) －

計 109,553 48,562 38,604 34,640 231,360 ( 21,188) 210,172

営業費用 97,755 43,217 34,401 32,672 208,047 ( 18,683) 189,364

  営業利益 11,797 5,345 4,203 1,967 23,313 (  2,505) 20,808

 

前年第４四半期（自 平成１６年１月  至 平成１６年３月）                            （単位：百万円） 

 情  報 通  信 電子ﾃﾞﾊﾞｲｽ その他 計 消去又は全社 連  結 

売 上 高    

(1)外部顧客に対する売上高 134,172 35,169 36,261 20,309 225,913 － 225,913

(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 3,511 3,879 1,293 11,896 20,580 (  20,580) －

計 137,684 39,048 37,555 32,205 246,493 (  20,580) 225,913

営業費用 123,949 33,050 34,866 30,276 222,141 (  18,383) 203,757

  営業利益 13,734 5,998 2,689 1,929 24,351 (   2,196) 22,155

 

 



－ 補足 1 － 

２００４年度  連結決算短信 補足説明資料 
2005 年 4 月 27 日 

沖電気工業株式会社 

Ｐ／Ｌ   単位：億円（表示単位未満四捨五入）

 ０３年度通期 ０４年度通期 ０５年度通期(見込) ０５年度中間(見込)

 対前年比

(%) 

対前年比 

(%) 
 
対前年 

同期比(%)

売 上 高 6,542 6,885 5.2 7,200 4.6 3,200 0.1

営 業 利 益 216 272 26.0 285 4.7 0 －

経 常 利 益 125 212 69.9 215 1.6 △   35 －

税 引 前 利 益 23 185 704.7 185 △  0.2 △   45 －

当 期 利 益 13 112 741.2 115 2.9 △   25 －

 

 
セグメント別営業損益    

 ０３年度通期 ０４年度通期   

 対前年比

(%) 
 

 
 
 

情 報 240 143 △40.7  

通 信 34 79 133.2  

電 子 デ バ イ ス 23 120 411.7  

そ の 他 28 40 42.1  

全 社 ・ 消 去 △  109 △  110 －  

合 計 216 272 26.0  

０４年度通期および中間を０５年度新組織体制変更に組替えると以下になります  

 ０４年度通期 ０４年度中間 ０５年度通期(見込) ０５年度中間(見込)

 (組替後) (組替後)  
対前年比 

(%) 
 
対前年 

同期比(%)

情報通信システム 158 2 185 17.0 20 847.9

半 導 体 120 34 100 △ 16.8 5 △ 85.4

プ リ ン タ 78 21 80 3.1 15 △ 29.6

そ の 他 25 12 25 △  1.2 10 △ 13.9

全 社 ・ 消 去 △  109 △   54 △  105 － △   50 －

合 計 272 15 285 4.7 0 －

セグメント別売上高(外部顧客向)    

 ０３年度通期 ０４年度通期   

 対前年比

(%) 
 

 
 
 

情 報 3,603 3,358 △  6.8  

通 信 1,046 1,353 29.3  

電 子 デ バ イ ス 1,322 1,507 14.1  

そ の 他 571 667 16.8  

合 計 6,542 6,885 5.3  

０４年度通期および中間を０５年度新組織体制変更に組替えると以下になります 

 ０４年度通期 ０４年度中間 ０５年度通期(見込) ０５年度中間(見込)

 (組替後) (組替後)  
対前年比 

(%) 
 
対前年 

同期比(%)

情報通信システム 3,731 1,644 3,800 1.8 1,600 △  2.7

半 導 体 1,507 766 1,650 9.5 770 0.6

プ リ ン タ 1,377 652 1,500 8.9 700 7.4

そ の 他 270 135 250 △  7.3 130 △  3.8

合 計 6,885 3,197 7,200 4.6 3,200 0.1

連結 



－ 補足 2 － 

 
 
キャッシュ・フロー   単位：億円（表示単位未満四捨五入）

 ０３年度通期 ０４年度通期 ０５年度通期(見込) ０５年度中間(見込)

  
対前年比

(%) 

対前年比 

(%) 
 
対前年 

同期比(%)

営業活動によるｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ･ ﾌ ﾛ ｰ 923 593 △ 35.7 680 14.6 200 △  35.2

投資活動によるｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ･ ﾌ ﾛ ｰ △ 192 △ 415 － △ 480 － △ 200 －

財務活動によるｷ ｬ ｯ ｼ ｭ ･ ﾌ ﾛ ｰ △ 436 △ 269 － △ 218 － △  68 －

現金及び現金同等物に係る換算差額 △  7 4 － － － － －

現金及び現金同等物の増減額 288 △  87 － △  18 － △  68 －

現金及び現金同等物の期末残高 581 494 △  14.9 476 △  3.7 426 △   6.0

 

セグメント別設備投資 

 ０３年度通期 ０４年度通期 

  対前年比(%)

情 報 73 93 26.2

通 信 9 13 39.6

電 子 デ バ イ ス 154 231 49.7

そ の 他 ・ 共 通 32 41 34.1

設 備 投 資 合 計 268 378 41.1

減価償却費(有形固定資産) 244 255 4.5

０４年度通期を０５年度新組織体制変更に組替えると以下になります 

 ０４年度通期 ０５年度通期(見込) 

 (組替後) 対前年比(%) 

情 報 通 信 シ ス テ ム 51 80 56.7 

半 導 体 231 180 △ 22.1 

プ リ ン タ 60 85 42.8 

そ の 他 ・ 共 通 36 35 △  4.3 

設 備 投 資 合 計 378 380 0.4 

減価償却費(有形固定資産) 255 300 17.4 

 

セグメント別研究開発投資 

 ０３年度通期 ０４年度通期 

  対前年比(%)

情 報 65 100 53.4 

通 信 22 35 59.2 

電 子 デ バ イ ス 48 52 7.5 

そ の 他 ・ 共 通 26 33 28.3 

合 計 161 220 36.4 

０４年度通期を０５年度新組織体制変更に組替えると以下になります 

 ０４年度通期 ０５年度通期(見込) 

 (組替後) 対前年比(%) 

情 報 通 信 シ ス テ ム 88 100 13.7 

半 導 体 52 53 1.6 

プ リ ン タ 49 40 △ 17.5 

そ の 他 ・ 共 通 31 32 2.4 

合 計 220 225 2.3 

連結 



－ 補足 3 － 

 
為替レート(単独)  (円 / ＵＳ＄) 

 ０３年度通期 ０４年度通期 ０５年度通期(見込) 

期 中平均レート 113 108 105 

期末人員 (人)   

 ０３年度通期 ０４年度通期 

単 独 5,379 5,389 

国 内 計 15,350 14,731 

海 外 計 5,610 5,679 

合 計 20,960 20,410 

(内：新規連結子会社 99 50) 

(除：新規連結子会社 20,861 20,360) 
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